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経済 論叢(京 都 大学)第 ユ54巻第6号,1994年12月

戦時期の職員層分析
日本鋼管株式会社を例 として

長 島 修

は じ め に

本稿 の課題 は,企 業の中で管 理的業務や周辺の事務労働 をにな った職員 の動

向 につ いて考察 を加 えることであ る。 ここで は,日 本鋼管 の資料 を利用 して戦

時期 において職員層 がいか な る動向 を示 していた のか実証 的 に明 らか にす る こ

とにす る。工員 あるいは職工 の研 究 はさかんであ るが,職 員の分析 について は,

比較的手薄で あ り,特 に戦時期 の動 向を本格 的に分析 した ものは,筆 者 はあ ま

りしらない%こ こで は,職 員 の増加要 因 とそれが戦後 どの よ うに関連す るの

か とい う問題 意識 で分析 を進め て行 きたい。 こ う した問題 について は,労 働組

合研 究の中で議論が されてい るが,そ れ らの中で も戦時期の職員の動向 を戦後

との関連 で本格 的 に とりあげて いるケースは少 ない。

日本の労働組合 の特徴 は,企 業別労働 組合 とよばれ,工 職混合 を特 徴 として

い る。従 業員組合 と して敗戦 後結成 された労働組 合は,職 員職工 が混合 した組

合 として発足 した。 こうして占領下 成立 した組合 は,生 産管理闘争 を含む激 し

い労働争議 を展 開 した。

工職混合 の企業別組合 と産業 報国会 との連続性 につ いては,大 河内一男の説

が あ り2,,そ れ に対す る反対 もあ る`1。確 か に産業報 国会が,職 員,職 工 が一括

1)職 員層 分析 の 意義 と近年 の職 員層 分析 の成果 を総 括 した もの と して,と りあ えず 菅 山新 次 「産

業革 命期 の企 業 職員層 一 官 営製 鉄所 職 員 のキ ャ リア分析 」(r経 営史学 』 第27巻 第4号,1993年1

月)を 参 照。
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して加盟 し,事 業所 あるい は企業別 に形成 された ことは事 実であ り,企 業別組

合 と形式 的類似性 が あ る。 また,そ の 「組 織 的経験」"〕が産業 報 国会 の 時代 に

あ った こ とも事 実で あ ろ う。 しか し,な ぜ敗戦 後わず か の期 間 に従 業員組 合

(職工,職 員含む)が 形成 された のか。 と りわ け,ホ ワイ トカラー職員層 が組

合結成 に重要 な役割 を果 た し5),組 合 に積 極的 に参加 した のであ ろ うか 。一つ

には,長 い間の抑 圧 された生 活水準 と労働 の 自由回復 を要 求す る声が あ って,

労働組合運動 が短 期 間の うち に発展 した のは事実であ ろ う5〕。

しか し,賃 金や労働 条件,待 遇で は比較 的め ぐまれ ていた職員層 は,戦 時期

に どの ような性格 を もってお り,ど のよ うに変化 し,そ れ が戦後 に どの よ うな

ものに転化 したのか十分な検討 が行われ ているわ けで はない。 こう した点 を明

らか に しないか ぎ り工職 混合 の従業員組合が成立 した理 由に回答 を与 え るこ と

はで きないのでは ないだろ うか。本論文 は こうした課題 に接近す るため に主 に,

戦時期 に職員層 が量的質的に どのよ うに変 わ って,戦 後の状 況に接続す るのか

を検討 す るための材料 を提供す るもので あ る。

その際特 に,戦 時期 に企業 の性格が大 き く変化 した点 に も注 目してゆ きたい。

た だ し,著 者 は,戦 時期 の変化 を戦 後 日本経 済の シス テ ム と直結 す る考 え に

た ってい ない7}。戦後 の民 主化 の意義 を低 く評価す る見解 にはた って いない。

2)大 河 内一 男 「「産業 報国 会」 の前 と後 」(「労使 関 係の 史的発 展』 有斐 閣,1972年8月)。 この 論

文で は 「戦 前 の労働 組 合が 入 り込 み得 なか った大企 業 の内部 にお け る常 用工=本 工 を含 め て,全

員加 入 の 「組織 」 を産報 とい う上か らの仕 方で つ く り出 し得 た その組 織 の 上 に,は じめて 戦 後 の

労働 組 合が 企業 ご とに,事 業所 ご とに,産 報 と同 じ7ィ ー ル ドを それ 自身 の もの と して取 り込 む

こ とがで きた ので あ る。つ ま り産報 が 開拓 した 「組織 」 の上 に,戦 後 の労働 組 合 は 自分 自身 の,

企業 内組 合 と して 全員 組 織 を作 り上 げた ので あ る。」(398頁)と して,産 報 を媒 介 に した 戦 後労

働 組 合 を位 置づ け よ うと して い る。

3)産 報 は企 業労 務 管理 の下 請機 関 にす ぎなか った として,そ の連 続性 を否 定す る見 解 もで て い る。

(尾高煌 之 助 「「日本 的 」労 使 関係 」(奥 村 正寛,岡 崎 哲 二編 著r現 代 日本 経済 シス テ ムの 源 流」

日本経 済 新 聞社,1993年6月,169-170頁)。

4)西 成 田豊 「戦後 危 機 と資 本 主義 再 建過 程 の労 資 関係 」(油 井 大 三郎,中 村政 則,豊 下 楢 彦r占

領改 革 の国 際比 較」(1994年6月)

5)二 村一 夫 「戦 後社 会 の起 点 にお け る労働 組 合 運動」(rシ リー ズ 日本 現代 史」 第4巻,岩 波書 店,

1994年 ユ月}46頁 。

6>尾 高煌 之助 前 掲書171頁 。
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戦時期 の システ ムが それまでの企業の システ ムを大 き く変 えてお り,そ れに職

員層 のあ り方 も大 き く規定 されてい る点 に注 目 してい るにす ぎない。

日本鋼管株式 会社 を例 に とって職員層の基本的性格 につ いて検討 を加 えてみ

よ う。生産管理 闘争 も行い 占領 下の労働運動で も積極 的役割 をにな った 日本鋼

管 を例 に とって戦後 との関連 を意識 しなが ら,事 実の確定 と分析 を試 みたい。

1戦 時 ・戦後の職 員構成

日本鋼管における職員層の増加

工 員(日 本鋼 管で は戦時期 「職工」で はな く 「工員」 とい う呼称 を用 いてお

り以下で も工 員 と呼ぶ),職 員 ともに 日本 鋼管 の生 産設備 の増強 につれ て増加

して い る(表1,2)。 職 員 の増加 は,工 員 と異 なって割 合 テ ンポ もや や異

な っている。工 員の場合 は,日 中戦争 が勃発す る と,増 加が始 ま る。 これ は,

同社 が,ト ー マス転炉,平 炉,高 炉 の建設 と稼働 が 日中戦争期 に急 激に進展 し

た ことを反映 してい る8)。しか し,職 員 は,工 員 と比べ て も1939年 まで それほ

ど大 きな増加 は見 られ ない。職員 は,太 平洋 戦争 にはい って急速 に増加 してい

る。 一つ は,1940年 の鶴見製鉄 造船 との合併 によって職員 が急増 した とい うこ

とが あげ られ よ う。 しか しなが ら,合 併 によって,工 員,職 員 と もに引 き継 い

だ に もか かわ らず,39年 と42年 を比較 してみ て,職 員 の増加率 の ほ うが高 く

な ってお り,職 員の増加 には合 併だ けでは説 明で きない要 因が潜 んでい る。 し

たが って,増 加の内容 をどの よ うに考 えた らよいのかやや立 ち入 った分析 が必

要 とされ よ う。

職員 と工員 との比率 を表 わ した表2を 検 討 してみ ると,太 平洋戦争期 に は,

明 らか に職員 の比率が急増 し,45年 には3人 に1人 が職 員 とい う状況で あ った。

7)奥 村 正寛,岡 崎 哲 二編 著r現 代 日本経 済 シ ステ ムの 源流』 日本経 済新 聞社,1993年6月 〉。 こ

の問 題 に対す る回答 は,戦 後 期 の本格 的 検討 を必 要 とす る。 本論 文 は こ う した課 題 に対 す る準備

作 業 の 一環で あ る。

8)「 当社 昭和9年 以 降稼働 開始 設備 一覧 」(『横浜 市史』2資 料 編4下 参照)。



4(422) 第154巻 第6号

表1日 本鋼管職員数

在籍 休職 稼動 扇町 川崎 鶴見 鶴造 浅野

1933 264

36 743 35 708 66 272

37 906 57 849 8ユ 294

38 893 106 308

39 1,281 123 1,158
1 134 356

42 4,549 610 3,939 296 914 519一
43 5,655 665 4,990 1 406 714 760 278

44 8,5ユ2 2,099 6,413 784

45 5568, 1,599 3,969
一

900 383 607 ユ48

46 3256, 518 2,738

47 3,309 288 3,021

48 31532 263 3,269

49 4,605 246 4,359

50 4,506 192 4,314

資料:① ユ942-50年 の 会社 職員 数 は,r日 本鋼 管 株式 会社 四+年 史」

②1933年 に つい て は,旧 本鋼 管株 式 会社 創業 二十 年 回顧 録』

③1936年,37年,39年 はr職 員名 簿』

④1938年 は 中田義 算 「会 社組織 の改 善 に 際 して」(1939年9月,r横 浜市 史』H資 料 編4⊂ 下))

⑤]942年 の各事 業 所職 員数 は,「 工場 概 要」(同 上 書)

⑥43年 冬事 業所 の人数 は,「 会 社現 況」(1944年3月)に よ ってい る

⑦ 神奈 川県 労政 課 「工 場名 簿」

⑧ ユ944年は,鶴 見造 船 所の 人数 は,産 業 機械 統制 会 「会員業 態 要覧」(1944年)

注=43年 につ いて は富 山285人,新 潟49人,本 社824人,そ の他595人 に とな って い る。い ずれ も稼

動 人数 。資 料⑥ 参 照。

太 平 洋 戦 争 期 に お け る 有 能 な 職 員 の 不 足 は 著 し く ,不 熟 練 労 働 力 の 増 加 や 管 理

部 門 の 肥 大 化 に 対 し て,職 員 の 活 動 領 域 は 広 が り,そ の 活 動 の 重 要 性 は ま し て

い た 。

明 らか に職員 は,過 剰 雇用 の傾向 を示 していた。職員一 人あた り売上 高で見

て も太平 洋戦 争期 には低 下す る傾向 にあ り,職 員 は大量 に雇 用 した ものの,職

員 の増加 によ るコス ト負担 は増 加 していた。職員 の増 加 は,ど のよ うな部門で

増加 し,何 故生 じたのか を検討 する ことに よって,戦 時期 の職員 の増加 の性格

をみ る ことがで きる。
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表2日 本鋼管職員 ・工員 関係指標

(423)5

在籍工員 在籍職員
職員1人 当 職員1人 当 職員1人 当

り工員 り工 員(稼 動) り売上高

千円

ユ936 5,517 743 7.43 86

37 7,311 906 8.07 127

38 9,216 ②7.39 169

39 10,398 L281 8.12 工37

40 ユ0,444

41 13,991

42 27,504 4,549 6.05 5.78 61

43 28,367 5,655 5.01 4.79 55

44 44,115 8,512 5.18 5.27 51

45 17,722 5,568 3.18 2.89 50

資料=① 在籍職員稼動職員数は,表1

②在籍工員数は,「会社現況.」(1944年3月),旧 卒鋼管株式会社40年史」,稼動工員数は38
年を除いて 「40年史」の数値

注=① 職員1人 当り売上高は,稼 動職員の人数で年間売上高を除した。(単位千円〉

②中田義算 「会社組織の改善に際して」(r横浜市史」旺資料編4下D

日中戦争期における職員構成の変化

時系列 的な変化 を追 うこ とは,組 織変更がお こなわれてい るため困難で あ る。

特 に44年 に局制が しかれてお り,同 社職員構 成を単純 に比較す ることは困難で

あ る。 また資 料的な制約 もあ るか ら,最 初 に 日中戦争期 におけ る変化 を検討 し,

さ らに太平 洋戦争期 どの ように変化 したのか,二 つ に分けて分析 してみ よ う。

まず1936年 と39年 の職 員名 簿 を整 理 し,全 体 の動 向 をまず考 察 してみ よ う

(表3)。 職 員で増加 してい るのは,病 院である。厚生 関係 の部 門 と して医療部

門が拡充 されてい る。休 職者 は,応 召に よって増加 した と推測 され る。扇町工

場 の職員増加 は,こ の間に次 々 と高炉を建設 して行 った ことによ る増加 であ る。

川崎工場 は,絶 対 数は増加 してい るもののその割合 は低下 して い る。全 体 と し

て直接 的生産 過程 がか かわ るところの比重 は,低 下 し,そ れ以外 の部門の増加

が著 しい。女子 の割合 は,増 加 してい る。女子 は,奉 社部 門 と病 院の看 護婦が

増加 したた めに,そ の数 が増加 した。

本社 部門 の職員構成 の変化 を検討 してみ よう(表4)。
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表3日 本鋼管職員構成

職 員 構 成(%〉

1936 1939
増加率

(%) 1936 1939

庶 務 部 64(28) 88(43) 1.38 8.6 .6.8

経 理 部 51 71 1.39 6.9 5.5

技 監 部 29 53 ユ.82 3.9 4.1

技 術 研 究 部 38 73(2) 1.92 5.1 5.6

鉱 山 部 o ユ8 一 一 1.4

船 舶 部 0 2 　 一 0.2

川 崎 工 場 272 358(5) ユ.32 36.6 27.7

扇 町 工 場 66 134 2.03 8.9 10.4

高 炉 建 設 部 7 11 ユ.57 0.9 0.9

販 売 部 63 81(5) 1.29 8.5 6.3

病 院 24 129(64) 5.38 3.2 10.0

電 気 製 鉄 44 76 ユ.73 5.9 5.9

新 潟 3 13 4.33 0.4 i.o

大 阪 鋼 管 10 9 0.9 1.3 0.7

大 阪 製 造 所 ユ9
} 一 ユ.5

亜 鉛 工 業 所 4 6 1.50 0.s 0.5

嘱 託 33 29 O.88 4.4 2.2

休 職 35 123 3.51 4.7 9.5

合 計 743(28) ※1293(119) 1.74 ユ00 100.0

①(〉 女子,名 簿は男女の区別はないから,名 前と身分か ら推測した。

②※1939年の合計は,原 資料では一致 しない。

資料:「職員名簿』

職 員 全 体 につ い て 見 る と,1.27倍 の 伸 び率 を しめ して い るが,1936年 は,

53名 も技 術 部 門 で 兼 務 して お り,兼 務 数.を ひ い た伸 び 率 を み る と,1.62倍 に

な って い る。 部 門 別 に伸 び率 を 検討 して み る と,庶 務 経 理,技 監 部 と もに,

伸 び率 は大 きな差 は ない 。技 術 研 究部 は,所 属 数 で は 減 少 して い るが,1936年

は,兼 務 数 が,43名 とか な り多 く,39年 に な る と兼務 数 が 減 少 して,実 質 的 に

はか な り技 術 研 究 部 は充 実 して い る。

各 部 門 を検 討 して み る と,ま ず庶 務 部 で は,川 崎 の 割 合 は増 加 して い な い が,

本 社 の庶 務 掛 は,か な り充実 した 。 また,女 子 職 員 の 比 率 も増 加 した 。 庶務 部



表4日 本鋼管本社部門の職員構成

1936
構 成(%) 女子比率(%)

1939 増加率

(%) 1936 1939 1936 1929

庶 務 部 部 付 1 1

欄 鵬 24(11)

42(22)

33(17)

35(20)

株 式 掛 7 /0(1)

小 計 65(28) 88(43) 1.35 26.9 28.7 43.】 48.9

経 理 部 部 付 1 1

・計・騰
10

33

27

23

本社
購 ・{

川崎

〈4>111 13

7

小 計 〈4>55 71 1.29 23.1 23.4 0 0

技 監 部 部 付 〈1>4 3

設 計 掛 〈6>29 34

調 査 掛 〈3>6 8

.度 量 掛 4

:物 資 統 制 4

小 計 <10>39 53 1.36 16.4 17.5 o 0

θ
澤
血

(命

㎝
〉

刈



技術研究部 部 イ寸(13>14 〈1>2

化 学 掛 19 35

熱 管 理 掛(3>7 11

oo

(お

ひ
)

物 理 掛(6>13 11 専任

借 金 掛 〔4♪17 6

調 査 掛 (7>7 0

事 務 掛 3 9(2)

1936.37

1939.7ユ

(1.92)

0.93小 計 〈43>80 〈1>74(2) 33.6 23.8 0 2.7

鉱 山 部 0 18

.一

5.9 0 0

船 舶 部 0 2 0.7 0 0

総 計 〈57>239(28) 〈1>305(45) 1.27 100.0 100.0 11.7 14.7

兼務を引いた数 182(28) 305(45) 1.68 15.4 14.8

冶 金 掛(4)17

注1① 〈)兼 務数,

資 料:rim貝 名 簿』

②()は 女子 の数

　
漣

瞭

薄

⑦
中
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門だ け とってみ ると,女 子 は40%以 上 の比率 を しめてお り,注 目すべ き割合 で

あ る。職員 におけ る女子 の比率 が,か な り高いの は,庶 務 部 の特徴 とな ってい

る。 これ ら女子 は,タ イピス ト,.書記,給 仕 な どであ り,事 務補助 部 門.への女

子 の進 出が著 しい。 これ らの女子 の身分 は,傭 員,事 務見 習い,臨 時雇,書 記

な どで,職 員 とい って も,身 分 的には最 も低 い層 に位置づ け られていた。

経 理部 について も,本 社部 門の人数 は,増 加傾 向を示 してお り,会 計 などは

本社部 門 に集 中す る傾向 を しめ して いる。購買掛では,か な り充実 してお り,

物動 の開始 とと もに,原 料 の購 入 な どが重要な意味 を もって きた ことと対応 し

てい る。 この時点 で は,経 理部門で は,女 子はい ない ことに注意 してお く必要

があ る。

次 に技術部 門を よ り詳 しく考 察 してみ よう。技監部 では,新 たに,度 量衡掛,

物 資統制掛がつ くられてい る。先にのべた ように,36年 の時 点で は,技 術部 門

は兼務 してい る職員 数が多 くな っていたが,39年 には兼務職員 の数 は減少 して

いた。兼務職員 を除いた専任職 員の増加 をみ る と,技 監部で は,1.76倍,技 術

研 究部 で は,1.92倍 になって お り,日 中戦争期 に トーマ ス転炉の導入や 高炉建

設 の増加 によって技術 部門,研 究開発部門がか な り膨 張 してい る様子 を うかが

うことが で きる。調査掛 は,技 術研 究部 か ら技 監部に一本化 され,調 査掛 の専

任職員数 は,36年 で は,技 監部,技 術研 究部合計で3名 で あ ったが,39年 には

8名 に増加 してお り,調 査 部門 も拡 大 してい る。 日中戦争期 同社 は技 術部 門,

調査部 門の職 員ス タ ッフの強化 につ とめてお り,企 画調査,技 術 開発 な どにか

な りカ をさいていだ ことを示 してい る。

また,新 たに鉱 山部,船 舶 部 など同社 原料,輸 送部 門を拡大す るこ とに対 応

した部 門が作 られ た。

太平洋戦争中の職員構成の変化

1945年 の職員名簿 によ って1939年 の職 員名簿 と比較検討 してみ よ う。ただ し,

職 員名 簿 に一部破損箇所が あ って,不 完全 であ るため全体像 を描 くことはで き
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ないが,基 本 的な特徴 をおさえ ることは可能で あ る。

1939年 の職員で庶務部,経 理部,技 監部,技 術 研究部,販 売部 といった全社

的 な事務部Frは,306名 であ るが,1945年 で は873名 とな り,か な り肥大化 した

(表5)。 その うえ,各 事 業所 毎 に同様 の部 課が設 置されたか ら,い わゆ る事務

部 門に働 く職 員は膨大な数にな った。本社部 門の各部課 の構成 と内容 を1939年

と45年 で 比較 してみ よう。新 た に作 られ たのが,勤 労部で あ り,経 理部 か ら独

立 して,原 材料 関係 の購買 にあたる需品部が設置 された。 また,販 売 関係 にか

かわ る営業部 が,総 務局 の中に編入 され た。

従来,全 く存在 してい なか った勤 労部 は,戦 争 中の膨大 な不熟練労働 力の管

理のため に設置 された。人事,給 与 な どと共 に厚生課 が設置 され,96名 に もの

ぼ る職員 を配置 してい ることは,注 目に値 す る。物資 の配給,宿 舎 な ど従業 員

の衣食住 の生 活全般 にわ た って企業が関係す るよ うになった ことは,戦 時期 企

業経営の特 徴 であ る。特 に,生 活物資全般 にわた って統制 が強化 され,絶 対 的

な物資 不足の下で,工 員,職 員 は,企 業 に依存 す ることによ って,個 人生活 の

基本 的な分野 を確保す ることがで きたのである。医療 の面で も鋼 管病 院は急 速

に充 実 して お り,福 利厚 生面 で の企業 との関係 は工 員,職 員 ともに依存 が 深

ま った。企業 か らいえば,不 足す る労働力 を大量 に確保す るため には,企 業 が

個 人の基本的 な生 活に必要 とす る物資 を供給 しなければな らなか ったのであ る。

敗戦直 後の極端 な物資不 足の下で 、 こう した側面 は戦争終了 とともに廃止 され

ず 、継続 してゆ くことにな った。

次 に経理部 をみ る と,39年 で は経理部 の中に購買課 がふ くまれ てい るので そ

れ をの ぞいた人数 は,本 社だ けで は50名 であ るか ら,そ れ が 一挙 に180名 にふ

くれ あが ってい ることになる。購 買関係 も需 品部 と して独立 して,20名 か ら78

名 にな り,し か も各製鉄所 に も原料 関係 の部課 が存在す るか ら,こ の分野 で も

か な りの増大が伺 える。

これ に対 して営業部 と39年 の販売部 を比較 してみ ると,人 数 は増加 して いな

い。販 売関係 は経 済統制 の強化 に よって,販 売の独 自の意義 がほ とん どうす れ
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表5敗 戦直後の職員構成

営 業 部 部 、 付 7(1)

調 整 課 4(2)

化 成 品 課 10(1>

第 ユ,第2成 品課 43(1)

外 地 課 10(2)

鋼 材 課 5(1)

鋼 管 課 12(1)

小 計 101(9)

..一..

ゴ......「 一 ゴ

総 務 局 合 計

一

-一一 『}　一..　 〔

707(176)

一

一一.一 山「一..

局 付 4

技術研究部 部 付 7

事 務 課 9(3)

技
化 学 課 31(1)

冶 金 課 19

小 計 70(4)

高 炉 部 2

技 術 部 部 付 2

技 術 課 0

術 事 務 課 1(1)

度 量 衡 課 1

小 計 4(1)

施 設 部 部 付 5

事 務 課 9(9)

設 計 課 17(1)

局
施設第1-3課 47

倉 庫 課 2

小 計 90(10)

技 術 局 合 計 166(15)

注=①()は 女 子 の 人数 。 た だ し,名 簿 に

は男 女 の 区 別 が な い の で 名 前 身 分 に

よって推 測 した 数

資 料r職 員 名簿」(1945年11月1日)

の

の

㊧

の

D

均

部 課 人

社 長 室 13

総 務 部 部 付 12

秘 書 課 11

庶 務 課 86

不 動 産 課 23

霞 関 農 場 課 23

文 書 課 14

株 式 課 16

総
小 計 185

勤 労 部 部 付 7

人 事 課 29

勤 労 課 22

給 与 課 8

厚 生 課物資 21

宿舎 31

事業 17

務
厚生 23

医療 4

小計 96

調 査 課 ユ

小 計 163

経 理 部 部 付 10

第L第2会 計課 85

考 査 課 9

資 金 課 76

局
小 計 180

需 品 部 部 付 8

総 務 課 16

原 料 課 23

資 材 課 ユ8

機 器 課 13

小 計 78
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て きたため,こ の分野 はそれほ ど大 きな拡 大はなか った ようであ る。

また,技 術 関係 の研究 開発分野で もほ とん ど人数 はふ えてい ない。45年 で技

術局全体 で166名,39年 の技監部,技 術 研究部 の合計が126名 であ るか ら,技 術

関係 の配 置 は きわめて手薄 にな っていた。調査 関係の課 もな く調査分野 も後 退

した。

職員構 成の中で注 目すべ き,も う一つの点は,女 子 職員の増加 である。総 務

局全体 の24.9%が 女子で しめ られてい る。総務部,勤 労部 な どで は特 に女子 の

割合が高 くな ってい る。職 種は タイピス ト,給 仕,書 記 な どの事務補助部 門,

電話 の交換手,寄 宿舎の炊事婦 な どがほ とん どであ る。資格 制度 の上で は,雇

員,傭 員,事 務見 習な どで 明 らかに身分 的に も低 い地位 にあ る ものが ほ とん ど

で ある。 しか し,こ れ らの女子 労働力 をほ とん ど全ての各 部課 に配置 してお り,

職員層 の中に女子 の事務補助部 門を抱 え込 むよ うにな った。 こめ傾 向 は,日 中

戦争期か ら見 られ ていたが,そ れは庶務部 な どの特定 の部 門 に限 られて いた。

しか しなが ら,太 平 洋戦争期 には,女 子 の事務補助労働者 は職 員構 成の 中に層

と して定着 した。

もち ろん,職 員 の中の男子 の技術的専 門職員 とこれ らの女子 は明 らか に待遇

や給与 な どで大 きな相違が あ り,身 分的 な差別が存在 して いた こ とは,容 易 に

想像 がつ くが,職 員 の中に こうした二つの異 なる層が定着 した ことは戦 時期 の

重 要な特徴で あ る。 こう した職員層 は,「 職 員労働者」 と もいわ れ,給 与 も一

般 職員 よ り少 な く,工 員 と同 じまた はそれ以下 の 日給 の もの もいた9,。事務 労

働 の増加 と応 召 によって,男 子労働 力の不足が こうした傾 向に拍車 をか けた と

思われ る。戦 後の初期の労働組 合運動 の中で、生理休 暇の要求 な ど女子特 有 の

要求が掲 げ られた背景 には、 こ うした女子 職員の存在 を無視 しては考 え るこ と

はで きない。

以上 のよ うに,太 平洋戦争期 には,勤 労部 の設置に よって企業が工員 お よび

9)庶 務部庶務課 「生産阻害事項」資料編4下,326頁 。
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職員 の生活 まで も管理す る システムがで きあがった。従業員 に とっては企業 と

と もにあ るこ とが,生 活物資や住宅 を保証 され る ことにな り,従 業 員の企業へ

ρ帰属性 を高め ることになった。 したが って,こ うした部 門への職員配置が強

ま って行 っ#。 一方,技 術 開発 や販 売部 門へ,人 員を配置す るような姿 勢 は後

退 した。他方 で,増 加す る事務量,男 子職員 の応 召によ って,女 子 職員 が大量

に進 出 していた。

現業部門の職員構成

現業 部門の川崎製鉄所(川 崎 製鋼所,扇 町製鉄所)の 構成 を これ まで と同 じ

資料 に よって確認 してみ よ う(表6,7)。 扇町 は,高 炉工場 お よび関連工 場

に よって構成 され,川 崎 は製鋼,圧 延部門が中心 とな ってい る。1936年 はまだ

高炉 は1基 で あ るが,45年 には5基 に増加 してい る。圧延部 門は設備拡 大 と し

ては新 設 の もの は殆 どな く,職 員数 は,39年 と大 き くちが ってい ない。 した

が って,そ の増加率 を検討す る ことは,あ ま り意味がない。

製鋼,圧 廷部門の職 員の割合 は,1939年 は21.1%で あ るが,45年 頃18.9%に

なってい る。45年 の製鉄部 門は,5基 の高炉は稼働 していないか ら,職 員 の構

成が著 しく低 くな ってい るの は当然の ことであ る。1939年 には,守 衛 の数がか

な り多 く(77名,全 体 の15.7%),戦 時期 に軍需工場 の守秘 の強化 をあ らわ し

てい る。 しか し,庶 務 関係 の課 は少な く,製 造現場 は,事 務 的事項 はほ とん ど

係 を置 いてい ない ことを表 している。

しか し,45年 には総務関係 の部課が製造現場 に も配置され,全 体の20%に 達

していた(表7)。 また,45年 で ぽ各製造現場 に も勤労部 が設 置 され,16.3%

の職員が配置 された。本社機 構 の中に も勤 労部 は設置されてお り,労 務,厚 生

関係 の強化は,全 社的に取 り組 まれ ていた。

総務部 が配 置された ことによ って,女 子 職員の数が現場の事業所で も増加 し

た。 これ らの女子 の職種 は電話交換手,給 仕,タ イ ピス トな どで本社 のそれ と

大 きくかわ っていない。川崎製鉄所 で も,事 務補助 労働者 と して女子 の使用が
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表6川 崎 ・扇町製鉄所職員構成

1936.U 1939.11 守 衛 16 30

守 衛 36 47
庶 務 5 11

工 務 34 36
工 務 4 15

製 鋼

条 鋼

13

17

29

24
扇

高 炉

骸 炭

9

8

7

9

川
製 管 48 51

工 作 6 1ユ

工 作 33 (2)49
動 力 0 11

電 気

検 査

9

12

20

14

町
倉 庫

運 輸

5

4

1ユ

11

崎 倉 庫 19 29 労 務 3 16

運 搬 8 ユ0
電 気 検 査 5

労 務 41 (3)48 そ の 他 共 計 66 134

そ の 他 共 計 272 到 合 計 338 492

資 料:r職 員 名簿1

注:()は 女 子 の 人数 。

全 体 と して進 んだ 。 女 子 の割合 は,ユ1.2%に 達 して い た 。

II職 員の工員化,工 員の職員化

戦時期における職員の性格

職員 の勤続 年数別構成 を とってみ る と,1947年2月 現在 の鶴見,川 崎製鉄 所

の構 成 は,5年 未満が23.6%,5年 以上10年 未 満 が52.3%で あ り,あ わせ て

75.9%が,日 中戦 争期 に採用 された ものであ り,大 量 の職 員が戦時期 に採用 さ

れ た ことを示 してい る塵%特 に女子 は殆 どすべ て 日中戦争期 に採用 された(表

8)。1933年 の勤 続年 数別職員数 は,10年 以上 の職 員がか な りの割合 を しめ て

いたが,戦 時期 に大量 に採 用されて行 った結果,10年 未満 の職員が増加 した 。

職員 は太平洋戦 争期 に大量に採用 されたが,教 育や訓練 も十分で はな く,職

101「 中央 経 営 協議 会勤 労 関係 資料 」(1947午2月,r横 浜市 史12 ,資 料編4下),こ の 資料'で統

計 として取 り上 げ られ て い る職員 は,川 崎 製鉄 所 と鶴 見製鉄所 の職 員 で本 社部 門 と造船 部 門 な ど

はの ぞか れ て い る と推 測 され る。
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表7川 崎製鉄所 職員構成(1945)

部名 諢 名 人数

総務部 部 付 1

庶 務 課 72(44)

工 務 課 48(7)

警 備 課 58

小 計 179(51)

勤労部 部 付 1

勤 労 課 82(20)

厚 生 課 61(9)

小 計 143(29)

原料部 部 付 1

原 料 課 21(2)

運 輸 課 41(1)

倉 庫 課 26(2)
一

小 計 88(5)

製鉄部 部 付 1

製 鉄 課 24

焼 結 課 11

小 計 36

製鋼部 部 付 1

製 鋼 第1課 19

製鋼 第2課 24

.

条 鋼 課 29

製 智 謀 54

検 査 課 39(1>

小 計 166(1)

(433)15

工作部 部 付 2

工 作 第1課 64(4)

工 作 第2課 35(2)

電 気 課 37(2)

小 計 138(8) 15.8

化工部 部 付 1

骸 炭 課 21

化 工 課 14

熱 管 理 課 13

試 験 課 31

炉 材 課 25(2)

子安肥料工場課 2ユ(2)

小 計 126(4) 14.4

ロ.計 876(98) 100.0

資 料=『 職 員名簿 』

注;① 〔)は 女性 の 人 数。 ただ レ 女 性 は

職 種 と名前 によ って推 測 した 。

・ ② 兼務 して い る ケー スは重 複 して計 算 し

た。2つ の ケー スが 確認 で きる。

告 で は,「 現 場監督 ハ現場 二出テヰ テ夜 勤 デモ シテ居 レバ任務 が足 りル ト言 フ

様 ナ態度 ヲ示 サ レテヰ ル コ レ ト言 フ指導方針モ ナク,莫 ク トシタ責任 ノナイ

監督 デアル,幹 部 ト工員 ノ中間二居 テ毒 ニモ薬 ニモナ ラズ ブラブ ラシテ居 ル ト

言 フ方 が当 ル ト思 フ 若年者 バ カ リデ経験 モナ イノデ使 ヒ者 二八 ナ ラヌカモ知
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表8日 本鋼 管職員勤続年数別

1947.2

(鶴 鉄,川 鉄)①

ユ942.4.1

②

1933.9

③

5年 未満
171

(63)

0年未満
378

(39)
2,745

164

※96

5年 忘満
110

(1)

0年 未 碕
51 TN

50十35己85

13 TN

12十69=90

4

計 723 2,9ユ0 264

回

資料 ・①r中 央経営協膿会勤労関係資料』1947年2月(注10参 照)

②r日 本鋼管株式会社三+年 史」

③今泉嘉一郎r日 本鋼管株式会社創業二+年 回顧録』(1933年12月)

注:① 下段(女 子)

②T=鶏 見,N=日 本鋼管

③※1923年1]月 までに採用 した社員,従 って9年10ケ 月以上の人数。しか し,10年 以上勤続

者101入 としている(資 料③)。 ユ名が何らかの異同があるもの.と思われる。

レヌ が生 産 技 術 的指 導 方 ニ ヨ ツテ早 ク一 人前 二教 育 スル コ ト肝 要 ナ リ ト痛 感 ス

ル」]1)と職 員 の 現状 を報 告 して い る。

す なわ ち,戦 時 期 に工 員=熟 練 工,職 員 は応 召 に よ って 職 場 か ら奪 わ れ て,

そ れ を補 完 す るた め に,大 量 の不 熟 練 労 働 力 を投 入 した そ の た め,現 場 で もな

れ な い職 員 が 大 量 に配 置 され て い た 実態 を推 測 す る こ とが で きる。

工 員 二職 工 と同 じよ うに職 員 も不 足 が 目立 った 。 した が って,第 一 に,激 し

い工 員 の争 奪 が 行 わ れ,工 員 をつ な ぎ とめ て お くた め に,工 員 か ら職 員 へ の昇

格 の道 を を あ け る必 要 がで て きた 。工 員 は,基 本 的 には職 員 へ の道 が せ まか っ

U)「 川 崎 製鉄 所焼 結 工場 協 力 者現 況報 告」(1945年1月8日 ,「横 浜 市 史」2,資 料 編4下>632
-633ペ ー ジ

。
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たが,こ の時期 にな ると,「 職員 ヘ ノ登 用ハ毎 年二 回所長 ノ推薦 ス ル役付工 員

又 ハ中等学校卒業又ハ之 ト同等 以上 ノ資格 ヲ宥 スル本工員 中 ヨリ護衛 ノ上社 長

之 ヲ行 フ」1z)となってお り,工 員が職員 に昇進す る道は開 けていた、

第二 に,こ うした大量 の不熟練労働力 の労務 管理 は不可 欠であ った。特 に,

朝鮮人,捕 虜 な ども使用 していたか ら,労 務管 理の困難 さは大 きな問題 とな っ

ていた。職員 の増加が こ うした面で も必要 にな って きた。

第三 に,こ うした大量 の労働者 を確保 し,使 用す るために は,戦 時期 には,

食料,住 宅,生 活用品 な ども会社が支給 しなければ労働者が独 自に入手す る こ

とは不 可能であ った。 したが って,労 働者 の生活が企 業に と りこまれ,逆 に取

り込 まれ るこ とが生活の保証 につ なが った。 こう した福利厚生分 野で どうして

も職員配置の増 大が余儀 な くされた ので あ る。勤労部 の仕事 は,こ う した面で

重要 にな って きたのであ る(表5参 照)。

職 員男 子 の学歴 につい て検討 してみ ると,国 民 学校 出 身は18.5%,中 学 校

34.0%,専 門学校25.3%,大 学22.1%で あ った。 また,職 員女子 の学歴 も,国

民学校 出身者48.5%,中 学校(女 学校)出 身50.5%で ある。職員 の場合 は,中

学校以 上の学歴者が多 くな っていた1㌔ 配属 され る部署 に よって も相違 があ る

が,男 子 の場 合 もかな りの高学歴 者がい る一方で,国 民学校(小 学校〉 出身者

も一定 割合 で増 えてお り,戦 時期 には鶴見製鉄所の例 に見 られ るよ うに,工 員

か ら職 員へ の昇格 がか な り進 んだ こ とを うかがわせ る。 日本鋼管全職員 の戦前

の学歴 を示 す ものはないが,1933年 末現在で,1914年 まで に採用 された職 員18

名 の うち,高 等小 学校 出身者 は1名 であ り,後 は専 門学校,大 学卒業者 で しめ

られていた。1923年12月 まで に採用 した社 員82名 の うち,40名 を掲 げた もの に

よれば,小 学校 出身者 が明示 されて いる ものはない【%

12)鶴 見 製鉄 所 「工 員進 級 昇 級 内規 」(「行 政査 察 説 明資 料」1943年12月,柏 原文 書 〉。 定 期 的 に昇

級.昇 格 は39年 頃 まで は実;施さ れ てい なか った(中 田義 算 「会社 組織 の改善 に際 して11939年9

月,参 照)。

13)前 掲 「中央 経営 協議 会 勤労 関係 資料 」

14)今 泉嘉 一郎r日 本鋼 管株 式 会社 創業 二 十年 回顧 録」(1933年12月,262-267頁)
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職員 の学 歴 を工員 の学歴 と比較 してみ る と,は っ き りと相違がわか る。1945年

9月30日 現在 で は,工 員の82%が 高等 小学校卒業,16.7%が 尋常小学校卒 業 と

な ってい る。47年1月31日 現在 で は,中 学校 卒業者 は9.5%に す ぎず,あ とは

ほ とん どが小学校卒 業者で あ った1s)。女子 の学歴 は,工 員 の学歴 よ り高か った

ことはこの ことか ら も理解 で きる。

第四 に,職 員の工員化 と工員 の職員化 が進行 していた。職員 の中には従 来考

え られない ような低い賃金で労働す る女子 職員が入 っていた。工員 の中か ら職

員 に昇級 す るこ とも日常的 に行 われた。同時 に,戦 時中 には工員 は,実 際の労

働現場で も職 員 の不足か ら役付 工が職 員の業務 を遂行 す るケース もで て きだ6〕。

職員の勤続年数 と賃金

勤 続年 数 に よ る賃 金 の カー ブを 描 い て み る と(図1),非 常 に興 味深 い こ と

が わ か る。1945年8月 の時 点 で は,工 員 の勤 続 年 数 別 賃 金 の カー ブ はか な りき

れ い に描 けて い る。 そ して工 員 の勤 続 年 数 別 月収 の カー ブ は,1946年10月 の職

員 の勤 続 年 数 別 月収 の カー ブ と近似 して い る こ とを確 認 す る こ とが で き る 。 し

か も,戦 時 期 に は工 員 の勤 続 年 数 別 月収 の カー ブ は,職 員 よ り も傾 きが きつ く

な っ てい る。 勤 続 年 数 で み る と,戦 時 期 の工 員 の 月収 は,ほ とん ど職 員 とか わ

らな い賃 金 カ ー ブ に な って い る とい う こ とは,賃 金 の性 格 も両 者 と もに 近 似 し

て きた こ とを 示 してい る。

太 平 洋 戦争 末 期 に な る と,熟 練 工 不 足 は深 刻 で,工 員 に対 して は,勤 続 年 数

に応 じた給 与 の 体系 を提 示 して 工 員 の 労働 イ ンセ ンテ ィブ を高 め な けれ ば な ら

なか った 。

しか しなが ら,戦 争終 了 とと もに工 員 の 勤 続 年 数 別 平 均 月 収 の カ ー ブ の傾 き

は緩 や か に な って お り,1942年 とほ ぼ 同 じ傾 きにお ち つ いて きて い る。 しか も,

ユ5>前 掲 「中央経営協議会勤労関係資料」

16)職 員不足の為,工 員を職員の代用 として使用せざるをえず,役 付工の現場離れが問題 となった

(水戸瀬滝蔵 「川崎製鉄所焼結工場協力者現況報告」の対策案」1945年4月25目,「 横浜市史」2,

資料編4下)。
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工員 ・職員勤続年数別平均 月収47年1月 の数 値 で は勤 続15-20年 を へ

る と カー ブは頭 打 ち に な って い る。

1945.8 この こ とか ら も明 か な よ うに
,戦 時(工員)

期 には 職 員 の カー ブ に工 員 が 近 接 した＼1946 .10

職 員)が,戦 後 ふ た た び,工 員 は太 平 洋 戦 争

初 期 の カー ブ に も ど って お り,職 員 と

はや や ず れ た 形 を とった と言 え るの で

/、 脳 ある。

＼
＼1947.1(

工 員 〉

1年1年35710⊥52025

未満以上

注:① 工員の場合は、1年 未満を100と した。

② 職員の場合は、1年 勤続者を上00とした。

③ 職員は、25年 ではなく、24年の月収額。
資料:「中央経営協議会勤労関係資料」

疎 開手 当 な どが10.7%で あ った 。 しか し,敗 戦 直 後 の生 活 物 資 の不 足 とイ ンフ

レの急 進 に よ って基 本給 と臨 時手 当 の比 率 は著 し くさが って ゆ き,諸 手 当の 割

合 が急 増 した 。46年10月 で は,基 本 給25.1%,臨 時 手 当27.9%,そ の他,出 勤

手 当16,2%,家 族 手 当16,2%,能 率 給13.4%と な って,戦 後 に な って 賃 金 の 構

造 が根 本 的 か わ って し ま っ た1助。 こ の 傾 向 は工 員 の 場 合 も同 様 で,職 員 工 員

職 員賃金の性格

賃 金 の形 態 は,日 本 鋼 管 に 限 らず,

一 般 に職 員 は 月給 制
,工 員 は 日給 制 で

あ った といわ れ て い るが,戦 時 期 につ

い て どの よ うな形 態 で あ った か は,定

か で は ない17b。 しか し,賃 金 の 構 成 割

合 は,確 認 す る こ とが で きる。

職 員 賃 金 の構 成 は,45年8月 で は基

本 給が59.5%,臨 時 手 当 が29.8%,そ

の他 職 務 手 当,家 族 手 当,時 間外 手 当,

17)尾 高 煌之 助 前 掲 「「日本 的 」労使 関 係」 参 照 。川 崎製 鋼 所 「技 能教 育 関係 資 料」1943年6月,

『横 浜市 史』2,資 料 編4下)に よれ ば,工 員 は 日給制 を と って いた こと は明 か で あ るか ら,一

般的 状況 は 日本鋼 管 に も当 て ばめ られ る と思 われ る。

18>前 掲 「中 央経営 協 議 会勤 労関係 資 料」
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を問わず,生 活条件 の激変は同 じく作用 した。

戦 時期 の職員,工 員の賃 金の比較 を したいが,日 本鋼管 の資料 の中には適切

な ものが ない。1945年8月 時点 の数値 が,両 者 の比較 を可 能 に して い る(表

9)。 この時 点で は,工 員の賃金(月 給〉 は比 較的 よ く,班 長 は,一 般男子職

員 よ りも賃金 は高 くなっていた。職 長,組 長 クラスになる と,係 長 に匹敵 す る

か凌駕す る水準 にな っていた。職員の 中で も,職 階の低い層や一般職員 の生 活

は,か な り困難 を きわめていた ことを予想 させ る。 また,一 般職員 の中で も女

子 の賃金 は著 し く低 く,一 般工員の半分程度で あ った。戦時 中、職 員中の女子

の割合 は増加 したが,賃 金の格差 はか な り開いていた。

こう した工員 の賃金の高 さは,基 本給 以外 の諸手当や,奨 励給,臨 時給が戦

時中次 々 と追加給付 されて行 ったためであ る。 したが って,基 本給 だ け とって

みれば,工 員,職 長 は職員係長 α)本給 よ りも低 くなっていたので あ る。工員賃

金の水準 を引 き上 げたのは,戦 時 中の生産増強 のために インセ ンテ ィブを与 え

る制度 のおか げで あ った。熟練工員が,応 召で引 き抜かれ てゆ き,不 足す る熟

練 工 を企業内 に とどめるため に も,ま た,生 活 を保証す るため に も諸 手当の支

給 で対応 しな けれ ばな らなか った。

したが って,戦 時 中,職 員 と工員の賃金 の構造 も異 なっていた ことに注意す

る必要が あ る。工 員 は,基 本給 よ り諸手 当 などの部分 の割合が高 くな ってい る

が,職 員 は依 然 として基本給 の割合 が高 くなってい る。

しか しなが ら,戦 後民 主化 の進展 と激 しい イ ンフ レ,物 資 欠乏 の中で戦 時 中

の両者 の賃金構 造 に も変化が生 まれ て くる。工員 職長 組長 の賃金 は,一 般男子

職員 の賃金並 にな り,戦 時期 の工員賃金 の優位性 は消滅 した。工場 の操業 が ほ

とん ど止 ま ってい る状態で は,奨 励給や 能率給 の意味が小 さ くな って行 ったの

であ る。 当然 の ことなが ら,現 業労働者 であ る工 員の賃金水準 は悪化 した。一

方,職 員 の うちで も一般男子女子職 員の月収は,上 昇 率が高 く,職 員 間の格差

も縮 まった。工員 間の格差 も縮 ま ってお り,一 般 に職 階に よる月収 の格差 は,

かな り縮小 し,平 準化が進行 した。



表9職 員 ・工員給与比較(円)

1945年8月 1946年 工0月

一r

1945.8 1946.10 1945.8 1946.10

基本給 その他 計 基本給 その他

一

計

増額

割合 格差① 格差① 格差② 格差②

職員部長

課長

329

246

200

175

529

421

833

653

1,500

1,318

21333

1,971

4.41

4.68

253

201

172

145

323

257

277

234

係 長

一 般 男

一 般 女'

168

112

42

145

97

45

313

209

87

505

390

189

1.161

969

683

1,66615.32

1.3596.50

87210.02

150

100

123

100

191

128

53

197

工員職長

組長

伍長

班長

平工

144.59

123.06

104.03

85.05

65.77

199.96

181.41

162.62

140.81

97.96

344,55

304.47

266.65

225.86

163,73

226.0011121.0811,347.08

213.8511,160.2511 .374.10

192.2811,094.39

172.66

132.54

1,0il.21

710.39

1,286,67

1,183.87

842,93

3.91

4.51

4.83

5,24

5,15

210

186

163

138

100

160

163

153

140

100

210

186

163

138

100

161

θ

醒103
抽

160

163

153

140

100
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女子 職員の賃金水準 の改善 は著 し く,民 主化の成果が現れ て きている。女 子

職 員の賃金 は,敗 戦 直後,こ の表で は,男 子工員並 にな っていた。職 階 による

賃金格差 も戦争直後 の時期 には急速 に縮小 した。

しか し,総 じて言 えるこ とは,戦 争 直後 には,工 員,職 員 ともに,基 本給 の.

持つ意味 が急 速 に低下 し,諸 手 当の持つ意 味が大 きな意味 を持つ よ うになった。

そ うい う意味 で は,職 員,工 員 の賃金体系の同質化が強 まったので ある。生 活

の困窮 は,ほ とん どすべ ての職員,工 員等 しく襲 ってお り,飢 餓水準 を回復 す

る とい う点で は,両 者 の相違 も押 し流 して しまったのであ る。

お わ り に

以上 の 日本鋼管 の職員層 分析 か ら若 干のま とめを して お きたい。 職 員の増

加 は,戦 時期 に急速 に進み,太 平洋戦争末期 にな ると,工 員の増 加 を しのいで

進 んで行 った。職員1人 当た り工員数 も明 らか に低下 し,不 熟練 労働 力であ る

学徒,徴 用工 な どの増大や これ ら労働力の確保 のための厚 生施設,不 足す る物

資や住宅 を支給 しなけれ ば,工 員 を確保す ることがで きなか ったか ら,生 活 管

理 にまで 企業が深 くかかわ ってゆか なければ ならな くなった。勤労 部の設置

病 院の拡 充な ど職員 を大量 に抱 え込む ことになったのであ る。 この ことは,労

働者 の立場か ら見れ ば,企 業 とともにある ことが 自らの生活 を保証 す るもの に

な った。 そ の意 味で は,現 代 日本 にお ける企業 システ ムの大 きな特徴 で あ る

「会社 本位主義」 的 システムユ91が戦時 とい う特 殊 な状 況で 出現 し,占 領下 の組

合運動 に支 え られ なが ら,戦 後 の インフレと生活物資 の不足 の中で継続 された

のであ る。職員層 の増大 の一つ の要 因は,企 業 の中に新 たな活動 領域 を生み 出

した事 実 と対応 していたのであ る。

職員 の増加 は,過 剰 雇用 を生 みだ してお り,戦 後一挙 に噴 出 した。職 員1人

19)奥 村 宏 「会社 本 位主 義 は崩れ るか」(岩 波 書店,1992年10月)参 照 。奥 村 氏 はお もに 「所 有 と

経 営 」 の観 点 か ら 「会社 本位 主義 」 とい う概 念 を組み 立て て い る。従 業員 は何 故 企業 に対 して 自

らを一 体化 させて ゆ くか とい う観 点 を歴 史的 に追 求す るこ とを本稿 で は課 題 と した。
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当た り売上高 は,太 平洋戦争後半期 には急激 に低 下 した。本社機構,事 務機構

の肥 大化 は戦 後大 きな問題 となった。企業 は,人 員整理 を実行す る必要 に迫 ら

れ ていた。

もう一つの戦時期 の大 きな特徴 は,事 務補助労働 者 と して大量 の女子が職 員

と して採 用 され,低 賃金で労働 していた ことで あ る。 これ らの労働 者は,職 員

とい って も明 らかに一般 男子職 員 と異 なった身分であ り,中 年層 はほ とん どい

なか った。 しか し,統 制経 済に ともな う事務 量の増加,企 業の規模 拡大 に伴 う

管 理部門 の拡大,植 民地 も含め た諸地方 への企業 活動 範囲の拡大,企 業 の労働

者生活 への関与の拡大 などは,タ イ ピス ト,電 話交換手,事 務補助,賄 婦 など

広 範 に女 子の進 出を促 し,あ らゆ る部署 に女子 が配置 され,男 女 の共同労働 が

本社 部門 などで は通常 の もの となった。彼女 らの学歴 は,明 らか に工 員 よ りも

高 く一定の能力 と教養 をそなえてい た者が多か ったので ある。 こう した戦時 中

の女子 の進出 こそが,戦 後の労働組 合運動の 中に女子の独 自の要求が入 り込 む

基礎が あ った と推 測され るのであ る。

賃金 にみ られ るよ うな戦時期 か ら進んで いた工 員 と職 員の条件 の接 近 は,両

者 の共 同で戦 う条件 を作 って行 った(工 員 の職員化,職 員 の工 員化)。 工 員層

の一部 は職員 にな ってお り,賃 金水準 は接近 している。両者 の差 別 的な環境 は

あ った ものの,両 者の境 は厚 い壁で はな くなった。特 に,戦 後の物 資の不足 と

イ ンフ レは,両 者 を同時 に激 し く襲 ったか ら,ほ ぼ条件 は同様 にな った工職混

合 の組合で戦 う前提 は戦時 中の職員層 の中に醸成 され ていたので あ る。

(本稿 の作成 にあたって,三 宅明正 氏に有益な コメン トを頂 いた ことに深 く感 謝す

る。日本鋼管については、横 浜市史編集室所蔵資料 を利用 した。)


